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６月２３日、生存権

裁判を支える東京連絡

会第１１回総会をけん

せつプラザ東京で開催、

７７人が参加しました。

冒頭、「新生存権裁

判の意義と勝利の展望」

をテーマに、宇都宮健児弁護士（新生存権裁判東

京弁護団長）が講演。

この間、自公政権によって生活保護基準の引き

下げが連続的に行われてきた実態を告発し、２０

１３年８月からの１年８か月間で「デフレ調整５

８０億円分」「歪み調整９０億円分」の削減は史

上最大の大幅引き下げになったこと。

２０１２年には、マスコミを動員してのバッシ

ング報道と、国会での恣意的な質問や発言で国民

の中に「生活保護は引き下げてもいい」との悪感

情を植え付けたうえでの引き下げであったこと。

物価が下がったから「デフレ調整」を行ったと

の説明も意図的なもので、一番下がったものはパ

ソコンで、次いで電化製品、食品や日用品は値段

が上がっているこ

と。２０１４年に

は消費税が８％に

引き上げられてい

る中での基準引き

下げは明らかに違

法であることを明

らかにしました。

弁護団長として

裁判で全力をあげ

ると同時に連絡会と連携し裁判に勝利しようと力

強く呼びかけました。

講演後、弁護団事務局長の田所弁護士より「新

生存権裁判東京」の経過報告、寺川事務局長が情

勢と生存権裁判の総括、今後の方針として裁判支

援に向けて、組織・財政の強化や宣伝に取り組む

などの提起を行い、地域連絡会と原告から裁判勝

利に向けた決意が語られ、全体の拍手で確認され

ました。

なお、東京社保協からは代表委員に須田会長、

事務局長に寺川事務局長が選出されました。

東京地評、都民

連、東京社保協が

主催する都議会第

２回定例会の開会

日行動が６月１２

日に行われ、２２

０人が参加しまし

た。

荻原東京地評議長の開会あいさつ後、都議会各

会派から、畔上三和子日本共産党都議会議員があ

いさつし、都政の透明化と都民の生活を守り応援

する施策の充実を訴えました。

その後、築地市場移転問題（築地パレード実行

委員会）、オスプレイ横田配

備問題（東京平和委員会）、

新生存権裁判のたたかいの紹

介（都生連）、中学校道徳教

科書採択年にあたっての取り

組み（都教組）、の４団体か

ら決意表明が行われました。



八王子社保協は５月２６日、

２０１８年度総会を開き１

７人が参加しました。

来賓の日本共産党八王子

市議団市川克宏議員が、

「来年は一斉地方選挙、参

議院選挙があり、安倍政権

を倒し、社会保障充実の日

本へ舵を切るチャンスです」とあいさつしました。

この日は、中央線がストップして参加できない

団体もありましたが、医療、介護、歯科、年金、

生活保護などの分野から、八王子において深刻化

する貧困の問題が次々と報告されました。

総会では、高齢期運動連絡会やフードバンクな

どの団体ともつながり合って、社会保障充実に向

けた活動をいっそう大きく進めることを確認しま

した。

（八王子社保協ニュースより）

町田社保協は、５月１３日に「第９回まちだな

んでも相談会」を「ぽっぽ町田」で開催しました。

参加者は、弁護士、司法書士、守る会、年者組

合、新婦人、東京土建町田支部、町田地区労など

１５団体、約４０人でした。

当日は、今にも雨が降り出しそうでしたが、学

童保育分会の「シャボン玉遊び」、土建の「木っ

端遊び」など、子どもと一緒に遊べるコーナーも

設け、相談者は電話相談２人を含め３３人、相談

件数は４１件でした。

今回の会場が、通行人から見えにくい所でした

ので、会場前の道路でハンドマイクやチラシ配り

をした結果、相談者の半数は通りすがりに訪れた

方でした。

相談内容は、相続が９件で一番多く、次に税金

が７件、三番目に年金の４件でした。「病気が進

行し、もうすぐ６０歳なので定年退職し、年金を

早めに請求したい」方や、障害者の方からは「障

害年金」の請求方法などの相談でした。また、生

活保護申請の相談が２件、共同墓地に入りたい、

交通事故など、相談内容は多岐にわたりました。

（八柳ひろこ事務局長）

５月２４日（木）、通算８９回目となる「なん

でも相談会」を、弁護士・区議など２１人の参加

で中野駅北口広場で開催しました。

賃金未払いで相談にみえた４０代の男性は、

「規定の労働時間に達しなければ減給。残業代が

もらえないので残業しないと言ったところ解雇に

なった」という相談や、生保申請予定の４０代の

男性は「４～５年前に生活に困り銀行口座を売却

した。犯罪などに使われたら罪になるのか」とい

う相談など、９件の相談がありま

した。

次回は６月２８日（木）を予定

しています。

（実行委員会ニュースより）
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渋谷社保協は５月１１日、社会保障改善を求め

る宣伝・署名行動を、７団体２５人の参加で幡ヶ

谷の６号通り商店街の入口で行いました。

署名は、「社会保障は国の責任で」署名（２５

条署名）と「都立病院の

直営継続」（独法化反対）

を求める署名に取り組み

ました。

署名・宣伝用のプラス

ターや手作りのボードを

掲げてのアピールや、ハ

ンドマイクの呼びかけな

どを通じて、１時間の行動で２５条署名が４１筆、

都立病院署名が３４筆が集まりました。

この行動では、「命を守る署名です」と呼びか

けると、若い世代の方も比較的応じてくれました。

また、森友・加計疑惑の安倍内閣への国民の怒り

も広がっているように感じられました。

恒例の渋谷社保協なんでも相談会は、４月２３

日に渋谷駅西口モヤイ像前で、８団体１１人が参

加して開催しました。

開始してから間もなく雨が降ってきて、残念な

がら途中で打ち切りとなりました。

寄せられた相談は、法律と生活相談の２件でし

た。

（渋谷社保協ニュースより）
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６月１４日（木）、

定例の「４の日」

宣伝行動を巣鴨駅

前で実施しました。

この行動には、

全体で４３人が参

加し、その内訳は、

中央団体８人、東

京３５人（内東京土建２４人）となりました。

各団体の代表が訴えを行いながら、年金相談を

行い、併せて、「家計の負担が大きいのは」を問

うシール投票を行い、４４

人が投票してくれました。

その中で、最も投票が多かっ

たのは、①食費（１５）②

医療費（９）③税金（８）

の順でした。先月に引き続

き「医療費負担」が重いこ

とが明らかになりました。

この行動では、署名ハガ

キ付きティッシュを約３０

００個配布し、署名96筆

（２５条署名８１筆、３千

万署名１５筆）を集約しま

した。


